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平成25年10月28日

公益財団法人 大阪市都市型産業振興センター

経済調査室長 徳田 裕平

平成２５年度 第３回

大阪府・大阪市経済動向報告会

第１部：最近の大阪経済の動向 資料

『増税など特異な状況で擬態的成長の様相を示す大阪経済』

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 1(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

【本日の話題】

１ この１年あまりの景気認識を振り返る

２ 国内総生産の動きが語る日本経済のトレンド

３ 輸出伸び悩みからの脱却が視野入りとなった近畿圏

４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

５ 月次指標で捉える大阪経済の動向

６ 最近の経済トピックス
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2(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

■■１ この１年あまりの景気認識を振り返る 各種機関各種機関各種機関各種機関でのでのでのでの業況総括判断推移業況総括判断推移業況総括判断推移業況総括判断推移のののの比較比較比較比較
年月 【国（内閣府）】 【近畿（日銀大阪支店）】 【経済調査室のフェーズ】 【大阪市<景気観測調査>】 【大阪市経済の動向】 年月

2011年

12月

景気は、東日本大震災大震災大震災大震災のののの影響影響影響影響によりによりによりにより依然依然依然依然としてとしてとしてとして厳厳厳厳しいしいしいしい

状況状況状況状況にあるなかで、緩やかに持持持持ちちちち直直直直しているしているしているしている

年末需要などにより景気

は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続

需要や供給面の一部で弱含みの様相を呈する

も、景気は再び緩やかな持持持持ちちちち直直直直しししし

2011年

12月

12年

1月

景気は、東日本大震災大震災大震災大震災のののの影響影響影響影響によりによりによりにより依然依然依然依然としてとしてとしてとして厳厳厳厳しいしいしいしい

状況状況状況状況にあるなかで、引き続き持持持持ちちちち直直直直しているしているしているしているものの、その

テンポはテンポはテンポはテンポは緩緩緩緩やかやかやかやかになっている。

供給面の一部でやや弱含むも、景気は緩やかな

持持持持ちちちち直直直直ししししが持続

12年

1月

2月
工業系や輸出が低調なものの総じて堅調に推移

し、景気は緩やかな持持持持ちちちち直直直直ししししを持続
2月

3月
工業系や輸出にも回復の兆しが見られ、景気は

持持持持ちちちち直直直直しししし基調が鮮明化
3月

4月
工業系や輸出に再び足踏み感が漂うも、景気は

緩やかな持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
4月

5月
工業系や輸出も復調気配で、景気は緩やかな

持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
5月

6月
工業系が再び弱含む以外は総じて堅調に推移

し、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
6月

7月
供給面で工業系は依然低調だが、需要、雇用は

概ね順調で、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
7月

8月
景気は、このところこのところこのところこのところ一部一部一部一部にににに弱弱弱弱いいいい動動動動ききききがみられるものの、

復興需要等を背景として、緩やかに回復回復回復回復しつつあるしつつあるしつつあるしつつある

輸出と工業系が低調に推移する以外は概ね

順調で、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
8月

9月
景気は、世界景気の減速等を背景として、回復回復回復回復のののの動動動動きにきにきにきに

足踏足踏足踏足踏みみみみがみられる
足踏足踏足踏足踏みみみみ状態状態状態状態となっている

工業系は依然低調、雇用面が一部弱含むも、

その他は概ね順調で景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調
9月

10月
景気は、引き続き底堅さもみられるが、世界景気の減速等

を背景として、このところこのところこのところこのところ弱弱弱弱めのめのめのめの動動動動ききききとなっている

景気は、消費や雇用で持持持持ちちちち直直直直しししし基調が続くも、

その他は弱含弱含弱含弱含みみみみの様相が見られる
10月

11月
景気は、消費等が一部弱含弱含弱含弱含むむむむも、総じて底堅底堅底堅底堅いいいい

動きが持続
11月

12月
消費、雇用は底堅底堅底堅底堅くくくく、商業、サービス業、工業が

復調気配復調気配復調気配復調気配となり、景気は総じて堅調堅調堅調堅調
12月

13年

1月

景気は、弱弱弱弱いいいい動動動動ききききとなっているが、一部に下下下下げげげげ止止止止まりまりまりまりの

兆しもみられる。

需要面と雇用面は概ね順調順調順調順調で、景気は持持持持ちちちち

直直直直しししし基調を持続

13年

1月

2月 景気は、一部一部一部一部にににに弱弱弱弱ささささが残るものの、下下下下げげげげ止止止止まっているまっているまっているまっている。 景気は下下下下げげげげ止止止止まりまりまりまりつつつある
需要面、供給面、雇用面のいずれも総じて順調順調順調順調

で、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
2月

3月
工業系が弱含弱含弱含弱含むむむむ以外は概ね順調順調順調順調で、景気は

持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
3月

4月 4月

5月 景気は、緩やかに持持持持ちちちち直直直直ししししている。
下下下下げげげげ止止止止まっておりまっておりまっておりまっており、緩やかな持持持持ちちちち直直直直ししししに向けた

動きがみられている。
5月

6月 景気は、着実に持持持持ちちちち直直直直ししししている。
景気は金融危機以降の停滞局面停滞局面停滞局面停滞局面からからからから脱却脱却脱却脱却の動

き
6月

7月
景気は金融危機以降の停滞局面停滞局面停滞局面停滞局面からからからから脱却脱却脱却脱却の動

きを持続
7月

8月
景気は金融危機以降の停滞を脱却し、回復回復回復回復の動

き
8月

9月
景気は、需要面・供給面を中心に回復回復回復回復の動きが

続いている (速報)
9月

10月 緩やかに回復回復回復回復している。

景気は季節的影響等で

小康状態を呈するも、

持持持持ちちちち直直直直しししし基調を維持

景気は、東日本大震災大震災大震災大震災のののの影響影響影響影響によりによりによりにより依然依然依然依然としてとしてとしてとして厳厳厳厳しいしいしいしい

状況状況状況状況にあるなかで、緩やかに持持持持ちちちち直直直直しているしているしているしている

景気は製造業でやや下降

するも、全体では緩やかな

持持持持ちちちち直直直直しししし基調を維持
景気は、依然依然依然依然としてとしてとしてとして厳厳厳厳しいしいしいしい状況状況状況状況にあるものの、復興需要

等を背景として、緩やかに回復回復回復回復しつつあるしつつあるしつつあるしつつある

持持持持ちちちち直直直直ししししの動きもみられるが、なお足踏足踏足踏足踏みみみみ状態状態状態状態に

ある

足踏足踏足踏足踏みみみみ状態状態状態状態となっている

〈〈〈〈フェーズフェーズフェーズフェーズⅩⅩⅩⅩ〉〉〉〉

外的要因外的要因外的要因外的要因によりによりによりにより、、、、本格本格本格本格

回復軌道回復軌道回復軌道回復軌道にににに乗乗乗乗りりりり移移移移れないれないれないれない

遅鈍期遅鈍期遅鈍期遅鈍期

〈〈〈〈フェーズフェーズフェーズフェーズⅪⅪⅪⅪ〉〉〉〉

低迷低迷低迷低迷するするするする域外需要域外需要域外需要域外需要とととと

活発活発活発活発なななな属地型需要属地型需要属地型需要属地型需要

とにとにとにとに分分分分かれるかれるかれるかれる

離層期離層期離層期離層期

景気は節電要請など

厳しい環境下で一部一部一部一部がががが

弱含弱含弱含弱含みみみみ、、、、回復回復回復回復のののの動動動動きにきにきにきに

足踏足踏足踏足踏みみみみ

全体として足踏足踏足踏足踏みみみみ状態状態状態状態となっているが、一部一部一部一部にににに弱弱弱弱

めのめのめのめの動動動動ききききがみられている。 年末需要などにより今期

の景気は足踏みから緩や

かな持持持持ちちちち直直直直しししし
景気は、世界景気の減速等を背景として、このところこのところこのところこのところ弱弱弱弱いいいい

動動動動ききききとなっている。

弱弱弱弱めのめのめのめの動動動動ききききとなっている。

年末需要の反動がある

ものの、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし

基調を持続

景気は、一部一部一部一部にににに弱弱弱弱ささささが残るものの、このところ持持持持ちちちち直直直直ししししの

動きがみられる。

需要面、供給面、雇用面のいずれも総じて順調順調順調順調

で、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続

緩やかに持持持持ちちちち直直直直ししししている。

景気は、緩やかに回復回復回復回復しつつある。

景気は金融危機による低

迷期から脱却し、回復回復回復回復の

動き

〈〈〈〈フェーズ フェーズ フェーズ フェーズ XⅢXⅢXⅢXⅢ〉〉〉〉

消費増税決定による駆け

込み需要などで増幅された

擬態的成長期擬態的成長期擬態的成長期擬態的成長期

なおなおなおなお弱弱弱弱めめめめながらも、持持持持ちちちち直直直直ししししに向けた動きが徐々

に広がりつつある。

〈〈〈〈フェーズフェーズフェーズフェーズXIIXIIXIIXII〉〉〉〉

持持持持ちちちち直直直直しのしのしのしの動動動動きがきがきがきが域内外域内外域内外域内外

にににに広広広広まりまりまりまり、、、、成長軌道成長軌道成長軌道成長軌道へのへのへのへの

飛躍飛躍飛躍飛躍をうかがうをうかがうをうかがうをうかがう

離陸期離陸期離陸期離陸期

景気は、着実に持持持持ちちちち直直直直ししししており、自律的回復回復回復回復に向けた

動きもみられる。

着実に持持持持ちちちち直直直直ししししている。

景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を

持続し、金融危機による

低迷期から脱却の動き
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（１）長期にわたる国内総生産の推移

・世界金融危機、東日本大震災による名目ＧＤＰの減少傾向に下下下下げげげげ止止止止まりまりまりまり感感感感

・実質のＧＤＰでは2010年度以降増加増加増加増加がががが続続続続きききき、07070707年度年度年度年度のののの水準水準水準水準にににに接近接近接近接近

・名目名目名目名目とととと実質実質実質実質のかいのかいのかいのかい離離離離が大大大大きくきくきくきくなるばかりで、デフレデフレデフレデフレに歯止めがかかってない

■■２２２２ 国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産のののの動動動動きがきがきがきが語語語語るるるる日本経済日本経済日本経済日本経済のトレンドのトレンドのトレンドのトレンド

（資料）「国民経済計算」内閣府

国内総生産の推移と成長率の動向

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

(注)2012年度のみ速報値。

・・・・ ・・・・
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■■２２２２ 国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産のののの動動動動きがきがきがきが語語語語るるるる日本経済日本経済日本経済日本経済のトレンドのトレンドのトレンドのトレンド

（２）四半期毎の国内総生産の動きと見通し

・4-6月期月期月期月期のGDP(名目・実質)は3期連続期連続期連続期連続でででで増加増加増加増加。成長率は名目で年率3.7％(前期は2.6％)、

実質では年率3.8％％％％(前期前期前期前期はははは4.1％％％％)と高成長。国内需要国内需要国内需要国内需要が大きく成長に寄与。

・13年度の見通し成長率は、7月時点に比べて国内需要国内需要国内需要国内需要の寄与度が上方修正され、2.30％％％％

(名目名目名目名目)、、、、2.75％％％％(実質実質実質実質)と極めて高く、“失われた20年”から実に久しぶりに浮上。

・14年度の見通し成長率は、消費増税に伴う13年度補正予算が織り込まれた結果、国内

需要の寄与度が上方修正され、成長率は1.98％％％％(名目名目名目名目､､､､増税分込増税分込増税分込増税分込みみみみ)、、、、0.57％％％％(実質実質実質実質)に低下。

資料: 内閣府「国民経済計算」、（公財）

日本経済研究センター「ESPフォ

ーキャスト調査」2013/10

注：13・14・15年度の見通しは、民間エ

コノミストの見通しの平均値を使用し

た推計値

《 12年度成長率のゲタ 》

実質：1.7％ 名目：1.5％

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

《 13年度成長率のゲタ 》

実質：0.6％ 名目：0.2％
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2012年輸出品金額構成比

2013/122013/122013/122013/12年年年年（（（（ともにともにともにともに1111----9999月月月月））））
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半導体等電子部品 輸送用機器等
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推計

（１） 品種別、国・地域別輸出動向

■■３３３３ 輸出伸輸出伸輸出伸輸出伸びびびび悩悩悩悩みからのみからのみからのみからの脱却脱却脱却脱却がががが視野入視野入視野入視野入りとなったりとなったりとなったりとなった近畿圏近畿圏近畿圏近畿圏
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(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

近畿の主要品目別輸出額の動向
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2012/112012/112012/112012/11年年年年

2011年輸出品金額構成比

近畿の主要品目別、国・地域別輸出額の増減と全国に占めるシェア

（注） “輸送用機器等”には近畿でシェアの小さい鉱物性燃料、原料品、食料品を含める。

2013年9月のみ速報値。 （資料） 大阪税関「貿易統計」

・近畿の輸出額は2012年に前年比マイナス(－6.8％)

となったが、13131313年年年年1111～～～～9999月期月期月期月期のペースで行けば前年比前年比前年比前年比
+6.1+6.1+6.1+6.1％％％％となる見込み。ただ、11年比は依然依然依然依然マイナスマイナスマイナスマイナス。
・品種別は1～9月期のペースが続けば13年は電子電子電子電子部部部部
品品品品やそのやそのやそのやその他他他他でででで＋＋＋＋12121212％、％、％、％、原料別製品原料別製品原料別製品原料別製品、、、、化学製品化学製品化学製品化学製品でででで＋＋＋＋7777
％％％％が期待できる。一般機械一般機械一般機械一般機械やややや電気機器電気機器電気機器電気機器、、、、輸送用機輸送用機輸送用機輸送用機
器器器器に関しても、弱めながらプラスプラスプラスプラス水準水準水準水準となる見込み。

・国・地域別では、13131313年年年年はアジアアジアアジアアジアNIESNIESNIESNIESやアメリカがやアメリカがやアメリカがやアメリカが多多多多くくくく
のののの分野分野分野分野でプラスでプラスでプラスでプラス。上半期まではマイナスの分野が多

かった中国中国中国中国、、、、EUEUEUEUでも、中国中国中国中国はマイナスはマイナスはマイナスはマイナス幅幅幅幅がががが縮小縮小縮小縮小し、ＥＥＥＥ
ＵＵＵＵはプラスはプラスはプラスはプラス転換転換転換転換となっている。
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（注） 2013年の推計値は1～9月の合計を年間に換算(単純に4/3倍)した値

「輸送用機器等」には近畿でシェアの小さい鉱物性燃料、原料品、食料品を含める。（資料）大阪税関「貿易統計」
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6(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

【 中国 】 <輸出>

（資料）近畿：大阪税関「貿易統計」より

中国、韓国、台湾：統計所管部局のＨＰより

(注)台湾の輸出・入におけるEUは、英仏独伊蘭の合計値

（２） 主要国の輸出入の動向 【 韓国 】 <輸出>

【 台湾 】 <輸出>

【 近畿 】 <輸入>

【 中国 】 <輸入>
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成
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期
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DI

（

期

年）(

見

通

し)

景気回復
局面入り

景気後退

局面入り

DI

景気回復
局面入り

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

7

（１）季節調整後の対前期比景況判断ＤＩ

総括判断：：：：景気は金融危機による低迷期低迷期低迷期低迷期からからからから脱却脱却脱却脱却し、回復回復回復回復の動き

（資料）「大阪市景気観測調査」、

「大阪市民経済計算」

定義上からは±０であるが、市民経済計算との
対応などから－２０を景気の分岐レベルに設定

（注）季節調整方法については

経済調査室のＨＰに掲載

大阪市

成長率

(名目)
(10年度)(2003年度) (04年度) (05年度) (06年度) (07年度) (08年度) (09年度)

-7.0% -0.6%0.3% -0.7% -2.5% +0.4% +0.7% -3.5%
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8

（２）前年同期比と前期比を組み合わせた「景気動向クロス判定による現状評価」

（資料）「大阪市景気観測調査」をもとにデータ加工して制作

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況

⑥⑥⑥⑥ 2012年・Ⅰ期は歴史的
な円高の是正などにより
前期比でやや改善して、
「底打ち確認」に推移

⑧⑧⑧⑧ 2012年・Ⅲ期は前期比
前年比ともにややマイ
ナスへと反転し、「後向
きな足踏み」ゾーンに
移動

⑨⑨⑨⑨ 2012年・Ⅳ期は弱含み
の様相をやや強めてい
るが、小康状態。

⑤⑤⑤⑤ 2011年・Ⅳ期は震災復
興が持続せず、「反動減」
ゾーンに留まる小康状態。

③③③③ 東日本大震災で2011年・Ⅱ期の
景況は悪化するも「弱含み」圏内

①①①① 2010年になって対前年
比では4期続いて+40ポイ
ントのラインに位置するも
のの、対前期比では2期
続いて踊り場ゾーンに留
まる

④④④④ 2011年・Ⅲ期は震災の
下落の反動増へ推移し、
小康状態

②②②② 2011年・Ⅰ期は強含み
状態へと推移し、回復
局面が期待

⑦⑦⑦⑦ 2012年・Ⅱ期は前期比、
前年比ともにプラスとな
り、「強含み」に推移

⑩⑩⑩⑩ 2013年・Ⅰ期はアベ
ノミクスへの期待感か
ら前月比で大きく、前
年比で多少の改善。

⑫⑫⑫⑫ 2013年・Ⅲ期は
前年比はプラス
を維持するも、
前期比は横ばい
で、改善の動き
は依然緩やか。

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

⑪⑪⑪⑪ 2013年・Ⅱ期は前期比、前年比とも
にやや改善するも、「反動増」にとど
まる。

9

フローフローフローフロー的的的的

ＶＳＶＳＶＳＶＳ

ストックストックストックストック的的的的 営業利益は判断・水準とも

に金融危機以前の水準を回復

資金繰りは金融危機

後の最高水準更新（資料）「大阪市景気観測調査」 雇用の不足感は

約4年ぶりの高水準

（３）主要指標のＤＩ変化と状況認識 （平成24年7-9月～25年10-12月）

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況

業況DI(原データ)は、前期比、前年同期

比とも金融危機以前の水準を回復し、

来期も上昇の見通し。売上高DIも同様

原材料価格は高水準ながら減少

製・商品単価は危機後の最高水準

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

増加 黒字 上昇 上昇 上昇 順調 不足

減少 赤字 下降 下落 下落 窮屈 過剰

上昇

下降

原材料価格 製・商品単価 資金繰り 雇用状況
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平成14年の調査開始以降平成20年Ⅲ期までの期間での業況判断の最低期*(平成14年1-3月)

来期の見通し

〔凡例〕

業況判断

来期の見通し

×25年7-9月

●25年4-6月

＊25年1-3月

△24年10-12月

□24年7-9月

◇24年4-6月

×25年7-9月

●25年4-6月

＊25年1-3月

△24年10-12月

□24年7-9月

◇24年4-6月

×25年7-9月

●25年4-6月
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◇24年4-6月
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×25年10-12月

●25年7-9月

＊25年4-6月

△25年1-3月
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※前期比業況判断(季節調整後)における最高期・最低期
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■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況

【業況上昇上昇上昇上昇企業】・「「「「季節的要因季節的要因季節的要因季節的要因」」」」が11.8p反転下降するも、34.4％％％％で最多。以下、「「「「販売販売販売販売・・・・受注価格受注価格受注価格受注価格のののの上昇上昇上昇上昇」」」」が3.3p増の31.1％％％％、

「「「「内需内需内需内需のののの回復回復回復回復」」」」が3期連続上昇の28.9％％％％の順。「「「「内需内需内需内需のののの回復回復回復回復」」」」は大企業、非製造業で上昇。

【業況下降下降下降下降企業】・ 「「「「内需内需内需内需のののの減退減退減退減退」」」」がやや増加し35.1％％％％でトップながら、前年同期と比べると低い水準。2位の「「「「販売販売販売販売・・・・受注価格受注価格受注価格受注価格のののの

下降下降下降下降」」」」もやや増で3割強割強割強割強。「「「「季節的要因季節的要因季節的要因季節的要因」」」」、「「「「他社他社他社他社とのとのとのとの競合競合競合競合」」」」、「「「「原材料価格原材料価格原材料価格原材料価格のののの上昇上昇上昇上昇」」」」がががが2割前後割前後割前後割前後。

総括判断総括判断総括判断総括判断：：：： 販売販売販売販売・・・・受注価格受注価格受注価格受注価格のののの上昇上昇上昇上昇やややや内需内需内需内需のののの回復回復回復回復によりによりによりにより、、、、大阪市内企業大阪市内企業大阪市内企業大阪市内企業のののの業況業況業況業況はははは改善改善改善改善がががが続続続続いているいているいているいている

（４）業況への影響要因にみる注目点

《《《《業況業況業況業況がががが上昇上昇上昇上昇したしたしたした企業企業企業企業》》》》

（注）

「下降要因」にのみ“資

金繰りの状況：----××××----”

を表示

《《《《業況業況業況業況がががが下降下降下降下降したしたしたした企業企業企業企業》》》》

販売・受注価格の上昇/下降

原材料価格の下落/上昇

内需の回復/減退

輸出の回復/減退

季節的要因

他社との競合状況

その他

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

（資料）

「大阪市景気観測調査」
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（５） 企業規模による回復格差の観点から

⇒ 業況業況業況業況DIではではではでは4人以下人以下人以下人以下のみのみのみのみがががが下降下降下降下降しししし、、、、他他他他はははは上昇上昇上昇上昇。。。。ただしただしただしただし、、、、資金繰資金繰資金繰資金繰りりりりDIはははは4人以下人以下人以下人以下もややもややもややもやや改善改善改善改善。。。。

業況業況業況業況、、、、資金繰資金繰資金繰資金繰りはりはりはりは、、、、大企業大企業大企業大企業、、、、5人以上人以上人以上人以上のののの中小企業中小企業中小企業中小企業のいずれにおいてものいずれにおいてものいずれにおいてものいずれにおいても総総総総じてじてじてじて改善改善改善改善のののの動動動動ききききがががが見見見見られるられるられるられる

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況

（資料）「大阪市景気観測調査」のデータを加工して制作

【４人以下】 【５～19人以下】

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

詳細分析詳細分析

【４人以下】 【５～19人以下】
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5555以上以上以上以上

4444～～～～5555未満未満未満未満

3333～～～～4444未満未満未満未満

2222～～～～3333未満未満未満未満

2222未満未満未満未満

《 試算 》景況調査の市内５エリア別分析 【市平均との格差で捉えたエリア別状況】

・製造業が多くを占める東部と西部の今期今期今期今期のののの業況業況業況業況はははは、、、、西部西部西部西部がががが市平均並市平均並市平均並市平均並みとなるみとなるみとなるみとなる一方、東部東部東部東部はははは市平均市平均市平均市平均をををを下回下回下回下回るるるる。。。。営業利益営業利益営業利益営業利益をををを除除除除きききき、、、、中中中中

規模製造業規模製造業規模製造業規模製造業のののの多多多多いいいい西部西部西部西部はははは資金繰資金繰資金繰資金繰りりりり、、、、雇用状況雇用状況雇用状況雇用状況のいずれものいずれものいずれものいずれもがががが市平均並市平均並市平均並市平均並みみみみ。。。。中小工場中小工場中小工場中小工場のののの多多多多いいいい東部東部東部東部ではではではでは、、、、来期来期来期来期のののの業況業況業況業況、、、、雇用状況雇用状況雇用状況雇用状況でででで

市平均市平均市平均市平均をををを大大大大きくきくきくきく下回下回下回下回るなどるなどるなどるなど、、、、4444～～～～6666月期月期月期月期からからからから一転一転一転一転しししし、、、、市平均市平均市平均市平均からのからのからのからの下方下方下方下方かいかいかいかい離離離離がががが鮮明化鮮明化鮮明化鮮明化。。。。

・非製造業の多い残り３エリアでは、製造業と同様に、小規模企業の多い中央南部中央南部中央南部中央南部がががが総総総総じてじてじてじて市平均市平均市平均市平均をををを下回下回下回下回るるるる。中心部中心部中心部中心部は依然として

好調好調好調好調。規模がやや大きい企業が多い北東部北東部北東部北東部はははは、、、、今期業況今期業況今期業況今期業況はははは市平均並市平均並市平均並市平均並みみみみながら、そのそのそのその他他他他はははは来期業況来期業況来期業況来期業況をををを除除除除きききき市平均市平均市平均市平均をややをややをややをやや上回上回上回上回るるるる。。。。

東部

中央南部

中心部

北東部

西部

【 市内を５エリアに分類 】

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況

（資料）「大阪市景気観測調査」(2013年7～9月期)のデータを加工して制作

【 今期の業況 （前期比） 】 【 来期の業況 （今期比） 】

【 営業利益判断 （黒字⇔赤字） 】 【 資金繰り （順調⇔窮屈） 】 【 雇用状況 （不足⇔過剰） 】

【 凡 例 】

良良 良良
いい いい

⇔⇔ ⇔⇔
悪悪 悪悪

いい いい

市
平
均
よ
り
も

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成
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エリア

(サンプル数)

従業員

規模
産業特色

東部

(175)
小 製造業

中央南部

(113)
小 非製造業

中心部

(257)
大 非製造業

北東部

(177)
やや大 非製造業

西部
(144)

中 製造業

全市

(866)

 1～ 4人:27.5%

 5～49人:44.9%

50人以上:27.6%

　 製造業:27.5%

 非製造業:72.5%

 

 

 

 

 

≪≪≪≪参考参考参考参考≫≫≫≫大阪産業創造館大阪産業創造館大阪産業創造館大阪産業創造館ネットモニターネットモニターネットモニターネットモニター調査調査調査調査 －－－－ ’13年年年年9月期月期月期月期－－－－

公益財団法人 大阪市都市型産業振興センター 経済調査室

http://www.sansokan.jp/tyousa/    tel:06-6264-9816

《９月の景況判断に関する要点》

「「「「足踏足踏足踏足踏みみみみ感感感感をををを払拭払拭払拭払拭しししし、、、、回復回復回復回復のののの動動動動きをきをきをきを再始動再始動再始動再始動」」」」

･9月の景況（前月比）をみると、「上昇・好転」とする回答の割

合が1割半以上増加、 「下降・悪化」が僅かに減少し、DI*は

前月よりも大幅大幅大幅大幅にににに上昇上昇上昇上昇して+16.8(図1)。

･ 「上昇・好転」した理由は、「内需が増大したから」が5割弱

で最多。他方、「下降・悪化」した理由は「内需が減少したか

ら」が5割半ば(図なし)。

・3ヵ月後（12月)の見通しでは、9月のＤＩ(+16.8）と比べて15.4

ポイント高い+32.2の高水準高水準高水準高水準(図1)。

・9月の前年同月比をみると、「上昇・好転」が増加して、「下

降・悪化」が減少、ＤＩは大幅に上昇して+5.9。前月のマイナ

ス水準から反転上昇し、再再再再びプラスびプラスびプラスびプラス水準水準水準水準(図1)。
*ＤＩ（Diffusion Index）「上昇・好転」の割合から、「下降・悪化」の割合を引いた数字。景気

動向を表す指標のひとつ。

《今夏の異常気象の経営への影響 （８月調査）》

・今夏の猛暑や集中豪雨などの異常気象による経営への影

響について、プラス、マイナスのどちらの影響が大きかった

かをたずねたところ、「、「、「、「プラスプラスプラスプラス、、、、マイナスともにマイナスともにマイナスともにマイナスともに特特特特にににに影響影響影響影響なしなしなしなし」」」」
がががが半数以上半数以上半数以上半数以上を占めた。影響があった企業については、「「「「マイマイマイマイ
ナスのナスのナスのナスの影響影響影響影響がががが大大大大」」」」がががが約約約約3333割割割割となり、「プラスの影響が大」は数
％に留まった(図２)。

（ご協力いただいたモニター数：119社、調査時期：2013年10月11日～18日）
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図図図図１１１１ 景況判断景況判断景況判断景況判断

図図図図２２２２ 異常気象異常気象異常気象異常気象によるによるによるによる経営経営経営経営へのへのへのへの影響影響影響影響（（（（８８８８月調査月調査月調査月調査））））

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成
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《今夏の異常気象の影響》 【【【【続続続続きききき】】】】

・今夏の異常気象によるプラスのプラスのプラスのプラスの影響影響影響影響は、「「「「特特特特になしになしになしになし」」」」
がががが製造業製造業製造業製造業ではほぼではほぼではほぼではほぼ全数全数全数全数、、、、非製造業非製造業非製造業非製造業ではほぼではほぼではほぼではほぼ9999割割割割を
占め、プラスの影響は「対策関連商品等の売上増」

がごく少数に留まった(図3)。

・マイナスのマイナスのマイナスのマイナスの影響影響影響影響では、「「「「特特特特になしになしになしになし」」」」がががが製造業製造業製造業製造業でででで6666割強割強割強割強、、、、
非製造業非製造業非製造業非製造業でででで5555割台半割台半割台半割台半ばばばば。影響の内容は、「「「「空調空調空調空調などなどなどなど、、、、
猛暑対策猛暑対策猛暑対策猛暑対策によるコストによるコストによるコストによるコスト上昇上昇上昇上昇」」」」が2割台半ば、以下、
「「「「従業員従業員従業員従業員のののの作業効率作業効率作業効率作業効率のののの低下低下低下低下、、、、体調悪化体調悪化体調悪化体調悪化」、「」、「」、「」、「売上売上売上売上やややや
来客数来客数来客数来客数のののの減少減少減少減少」」」」が続く(図4)。

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況

《来夏に向けた対策》

・来夏以降の異常気象への対策として最も多かったのは

、製造業製造業製造業製造業では「「「「作業効率作業効率作業効率作業効率をををを維持維持維持維持するためのするためのするためのするための作業環境等作業環境等作業環境等作業環境等
のののの改善改善改善改善」」」」の約4割。非製造業非製造業非製造業非製造業の最多は「「「「対策対策対策対策はははは特特特特にににに考考考考ええええ
ていないていないていないていない」」」」が4割強だが、次いで「「「「作業効率作業効率作業効率作業効率をををを維持維持維持維持するするするする
ためのためのためのための作業環境等作業環境等作業環境等作業環境等のののの改善改善改善改善」」」」が2割強となった（図5）。

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

図図図図３３３３ 異常気象異常気象異常気象異常気象によるプラスのによるプラスのによるプラスのによるプラスの影響影響影響影響

（（（（８８８８月調査月調査月調査月調査））））
図図図図４４４４ 異常気象異常気象異常気象異常気象によるマイナスのによるマイナスのによるマイナスのによるマイナスの影響影響影響影響

（（（（８８８８月調査月調査月調査月調査））））

図図図図５５５５ 来来来来夏以降夏以降夏以降夏以降のののの異常気象異常気象異常気象異常気象へのへのへのへの対策対策対策対策（（（（８８８８月調査月調査月調査月調査））））
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■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

《消費税率の引き上げによる影響》
【引き上げ前の自社の取組み予定】

・3月末までに売上増やコスト削減を目的に行う取組み予定

では「「「「駆駆駆駆けけけけ込込込込みでのみでのみでのみでの調達調達調達調達・・・・仕入仕入仕入仕入」」」」がががが4444割強割強割強割強と最多で、業種別
では製造業がより積極的。「特になし」は２割前後(図６)。

【引き上げ前の駆け込み需要による売上増加の見込み】

・10月から来年3月までの期間で、前年との増加率の見込み

は、「２～3割増」が１割近くあるなど、全体で「「「「増加増加増加増加」」」」割合割合割合割合がががが
4444割弱割弱割弱割弱に達した。ただし「「「「変変変変わらないわらないわらないわらない」」」」がががが4444割強割強割強割強でででで最多最多最多最多（図７）。

【販売価格の上昇・転嫁の予定】

・増税分(3％)に対して、どの程度、販売価格を上昇・転嫁

可能かを聞くと、業種を問問問問わずわずわずわず6666割強割強割強割強がががが「「「「ほぼほぼほぼほぼ3333％」％」％」％」。他方、
「「「「ほぼほぼほぼほぼ転嫁転嫁転嫁転嫁できないできないできないできない」」」」はははは3333割弱割弱割弱割弱で、製造業では4割弱（図8）。

【引き上げ後の反動による売上減少の見込み】

・4～6月期の減少率（前年同期比）見込みは「１割程度」が

1/4強など、4444割強割強割強割強のののの企業企業企業企業がががが「「「「減少減少減少減少」」」」と回答。「「「「変変変変わらないわらないわらないわらない」」」」のののの
4444割割割割を少し上回る（図9）。なお、駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ需要需要需要需要がががが見込見込見込見込めるめるめるめる
企業企業企業企業はははは、、、、増税後増税後増税後増税後にににに同程度同程度同程度同程度のののの反動減反動減反動減反動減となる傾向が見られる。

図図図図９９９９ 税率引税率引税率引税率引きききき上上上上げげげげ直後直後直後直後のののの4444～～～～6666月期月期月期月期のののの売上減少売上減少売上減少売上減少 （（（（前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比））））のののの見込見込見込見込みみみみ

図図図図７７７７ 駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ需要需要需要需要によるによるによるによる売上増加売上増加売上増加売上増加（（（（10月月月月～～～～翌年翌年翌年翌年3月月月月、、、、前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比））））のののの見込見込見込見込みみみみ

図図図図８８８８ 税率引税率引税率引税率引きききき上上上上げげげげ後後後後におけるにおけるにおけるにおける増税分増税分増税分増税分(３３３３％％％％)にににに対対対対してしてしてして価格上昇価格上昇価格上昇価格上昇・・・・転嫁転嫁転嫁転嫁のののの予定予定予定予定

図図図図６６６６ 消費消費消費消費税率引税率引税率引税率引きききき上上上上げげげげ前前前前にににに自社自社自社自社がががが行行行行うううう売売売売りりりり上上上上げげげげ増増増増やややや

コストコストコストコスト削減削減削減削減のののの取組取組取組取組みみみみ予定予定予定予定（（（（複数回答複数回答複数回答複数回答））））
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毎月の指標で見る大阪市経済

Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

1.貸ビル貸室
面積

底入れ

Ⅲ 雇用・所得セクター

1.完全失業率（色逆）※近畿

Ａ．雇用状況

2.一般職業紹介状況

有効求人数

有効求職者数（色逆）

有効求人倍率

Ｂ．雇用環境

3.着工新設住宅
戸数

影 響

Ⅱ 供給（生産）セクター

影 響

（来訪者）
2.地下鉄・ニュー
トラム乗車人員

1.月間人口動態

月間世帯動態

4.機械受注額
※全国

（生産活動）
8.鉱工業生産指数
※大阪府

9.工業用ガス
消費量※大阪府

(工
業

系
)

2.中央卸売市場
取扱高

(商
業

系
)

4.貸ビル利用
稼動面積

5.企業向けサービ
ス価格指数※全国

(サ
ー

ビ
ス
業

系
)

10.企業倒産件数
（色逆）

3.産業用建築物

着工床面積
※大阪市

(総
合
)

7.企業物価指数
※全国

（資金需要）

11.銀行貸出残高

12.保証承諾額
（色逆）

1.常用雇用指数※大阪府

いと

3.消費者物価指数
（総合）

4.家計消費支出

（市内消費）
1.大型小売店

販売額《スーパー》

2.大型小売店

販売額《百貨店》

（需要環境）

5.国内総生産
※実質

域
内

需
要

域
外

需
要

一
般

消
費

9.雇用保険受給者数

（色逆）

(政
府
支
出
)

(民
間

支
出
)

※凡例と図の見方は次ページ

影 響

2.貸ビル
空室率（色逆）

6. 輸出額
※大阪港、関空

7.外国人入国者数

※大阪港、関空

8.阪神高速大型車
通行台数※阪神圏

1. 輸入額
※大阪港、関空

2.所定外労働時間指数
※大阪府

3.定期給与指数
※大阪府

5 6 7 8

↑ ↘ ↓ ↗

4 5 6 7

↑ ↗ ↑ ↓

5 6 7 8

↗ → ↗ →

5 6 7 8

↑ ↗ ↗ ↗

4 5 6 7

↗ ↗ ↘ ↗

5 6 7 8

↑ ↗ ↑ →

5 6 7 8

↗ ↓ ↘ ↑

5 6 7 8

↑ → ↑ ↓6.景気DI《サービス
業》 ※大阪府

5 6 7 8

→ ↘ → ↗

3.景気DI《卸売業》
※大阪府

5 6 7 8

→ ↘ ↗ ↗

5. タクシー実車率
※大阪地区

4 5 6 7

↑ ↗ ↗ ↓

5 6 7 8

↑ ↓ ↑ ↓

4.日経平均株価
※225, 終値月中平均

5 6 7 8

↑ ↓ ↑ ↘

5 6 7 8

↑ ↓ ↗ ↘

5 6 7 8

↑ ↑ ↓ ↗

5 6 7 8

↑ ↗ ↓ ↑

5 6 7 8

↑ ↘ ↓ ↗

5 6 7 8

↗ ↘ ↘ ↗

5 6 7 8

↗ ↗ ↓ ↑

5 6 7 8

→ → ↓ →

5 6 7 8

↘ ↘ ↘ ↓
5 6 7 8

↗ ↘ ↗ ↗

5 6 7 8

→ ↗ ↑ ↑

5 6 7 8

↑ ↗ → ↘

5 6 7 8

→ ↓ ↑ ↘

5 6 7 8

→ ↗ → ↘

5 6 7 8

↑ ↘ → ↑

4 5 6 7

↓ ↑ ↓ ↗

5 6 7 8

→ ↘ ↘ ↑

4 5 6 7

↑ ↘ ↘ ↘

4 5 6 7

↘ → ↗ →

4 5 6 7

→ ↗ ↘ →

5 6 7 8

↗ ↓ ↑ ↓

5 6 7 8

→ ↘ ↑ ↘

↘ ↓ ↘ ↘

↗ ↑ ↑ ↗

5 6 7 8

↓ → ↑ ↘

5 6 7 8

↑ ↓ ↑ ↓

（１）毎月の指標動向一覧 （（（（2013201320132013年年年年9999月月月月発表資料発表資料発表資料発表資料よりよりよりより、、、、速報速報速報速報））））■■５５５５ 月次指標月次指標月次指標月次指標でででで捉捉捉捉えるえるえるえる大阪経済大阪経済大阪経済大阪経済のののの動向動向動向動向

16(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

17(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

■直近4ヶ月の大阪市経済の変化を読む

図では、経済情勢を俯瞰するために、Ⅰ需要（支出）、Ⅱ供給（生産）、Ⅲ雇用・
所得の３つのセクターに分けて整理した。

ⅠⅠⅠⅠ 需要需要需要需要（（（（支出支出支出支出））））セクターセクターセクターセクター

A.A.A.A.顕在需要顕在需要顕在需要顕在需要は、一般消費（小売・サービス等最終消費者向け）等や輸出等の需
要を中心とした民間支出民間支出民間支出民間支出と、大阪市等による政府支出政府支出政府支出政府支出によって需要の動向を表
す。
B.B.B.B.潜在需要潜在需要潜在需要潜在需要は顕在需要に影響を与える数字を表す。

ⅡⅡⅡⅡ 供給供給供給供給（（（（生産生産生産生産））））セクターセクターセクターセクター

A.A.A.A.稼動水準稼動水準稼動水準稼動水準は、卸を中心とした商業系商業系商業系商業系、事業所を対象とするサービスを提供する
サービスサービスサービスサービス業系業系業系業系、製造業を中心とした生産活動を行う工業系工業系工業系工業系、倒産件数や資金需
要など産業活動を総合的に捉えた総合総合総合総合の４分類で、供給の動向を表す。

B.B.B.B.建物建物建物建物・・・・設備設備設備設備は、各産業活動の稼動水準に影響を与える建物・設備等の状況を
表す。

ⅢⅢⅢⅢ 雇用雇用雇用雇用・・・・所得所得所得所得セクターセクターセクターセクター

Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．雇用状況雇用状況雇用状況雇用状況は、雇用者サイドから、ＢＢＢＢ.雇用環境雇用環境雇用環境雇用環境は被雇用者サイドから、雇用・所
得の状況を表す。

図図図図のののの見方見方見方見方凡例凡例凡例凡例

Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

Ⅲ 雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境

Ⅱ 供給（生産）セクター

内
需

外
需

影 響

商業系

サービス業系

工業系

総合

民間支出

政府支出

影響影響

Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

Ⅲ 雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境

Ⅱ 供給（生産）セクター

内
需

外
需

影 響

商業系

サービス業系

工業系

総合

民間支出

政府支出

影響影響

■矢印の見方 ※向きの決定方法については本編「利用上の注意」参照

景況にマイナスの方向

景況に変化なし

景況にプラスの方向

■色の見方

■大阪市とそれ以外の指標

指標はなるべく大阪市の範囲に近いものを優先して掲載しているが、大阪
市の指標がないものは、大阪府、近畿、全国などの広範囲の指標も代用し
ている。

4.家計消費支出 5.第3次産業指数

《対個人サービス業》
※全国

◇大阪市の指標（枠は実線） ◇大阪市より広域の指標（枠は破線）

例＞ 例＞

4.家計消費支出 月

前月（期）からの変化を矢印で区分し、色
で意味を表現

番号．指標名

3 4 5 6

↗ ↘ ↘ ↗

↗

→

↘

前月（期）と比較して増加

前月（期）と比較して横ばい

前月（期）と比較して減少

↑ 前月（期）と比較して大きく増加

↓ 前月（期）と比較して大きく減少

◎ただし、以下の６つの指標については指標の意味する内容に鑑み、矢印と色
の対応が逆になっている。
雇用保険受給者数、企業倒産件数、保証承諾額、貸ビル空室率、完全失業
率、有効求職者数 これらの指標は、「（色逆）」で表示。

表記なしの場合 （色逆）の場合↗ ↘↑ ↓ ↘ ↗↓ ↑
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18

【【【【Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．稼動水準稼動水準稼動水準稼動水準】】】】

✧✧✧✧商業系商業系商業系商業系 輸入額(8月)は大阪港の減少が響いて、合計では小幅小幅小幅小幅にににに減少減少減少減少するも
高水準高水準高水準高水準。中央卸売市場取扱高(8月)は反転減少反転減少反転減少反転減少。卸売業(大阪府)の景気DI(8月)
は前月に続き上昇上昇上昇上昇し、近年の最高水準最高水準最高水準最高水準をををを更新更新更新更新。商業系は総じて順調順調順調順調。

✧✧✧✧サービスサービスサービスサービス業系業系業系業系 貸ビル利用稼働面積(8月)は反転増加反転増加反転増加反転増加し、6月に次ぐ高水準高水準高水準高水準。
全国の企業向けサービス価格指数(8月)は小幅上昇小幅上昇小幅上昇小幅上昇を持続。サービス業(大阪
府)の景気DI(8月)は上昇上昇上昇上昇し、近年の最高水準最高水準最高水準最高水準を更新。サービス業系は順調順調順調順調で
近年の最高水準最高水準最高水準最高水準。

✧✧✧✧工業系工業系工業系工業系 全国の企業物価指数(8月)は3ヶ月連続で上昇上昇上昇上昇し、近年の最高水準最高水準最高水準最高水準を
更新。大阪府の鉱工業生産指数(7月)は、生産が9ヶ月ぶりに80台を回復回復回復回復し、
出荷も上昇上昇上昇上昇。大阪府の工業用ガス消費量(8月)は小幅小幅小幅小幅にににに減少減少減少減少。工業系は緩緩緩緩やかやかやかやか
なななな持持持持ちちちち直直直直ししししが続く。

✧✧✧✧総合総合総合総合 企業倒産件数(8月)は反転増加するも低水準低水準低水準低水準。8月の銀行貸出残高は
8か月ぶりに減少減少減少減少。保証承諾額(8月)、保証承諾件数(8月)はともに減少減少減少減少。

【【【【Ｂ．Ｂ．Ｂ．Ｂ．建物建物建物建物・・・・設備設備設備設備】】】】

貸ビル貸室面積(8月)は横ばい。貸ビル空室率(8月)、賃料(8月)はともに下落下落下落下落
が続く。産業用建築物着工床面積(8月)は大型物流施設の着工で大大大大きくきくきくきく増加増加増加増加。
全国の機械受注額(7月)は反転増加反転増加反転増加反転増加。建物・設備は順調順調順調順調。

【【【【Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．顕在需要顕在需要顕在需要顕在需要】】】】

✧✧✧✧一般消費一般消費一般消費一般消費 大型小売店販売額(8月)は、スーパー・百貨店
ともに反転増加反転増加反転増加反転増加し、百貨店は近年の最高水準最高水準最高水準最高水準を更新。消費
者物価指数(8月)は横ばい。家計消費支出(8月)は反転減少反転減少反転減少反転減少
となるも高水準高水準高水準高水準を維持。タクシー実車率(7月)は反転下降反転下降反転下降反転下降
。一般消費は順調順調順調順調。

✧✧✧✧輸出等輸出等輸出等輸出等のののの外需外需外需外需 輸出額(8月)は3ヶ月ぶりに増加増加増加増加。外国人
入国者数(7月)は減少減少減少減少となるも高水準高水準高水準高水準。阪神高速大型車通
行台数(8月)は減少減少減少減少。域外需要は高水準高水準高水準高水準を維持して堅調堅調堅調堅調。

✧✧✧✧政府支出政府支出政府支出政府支出 雇用保険受給者数(8月)、支給金額(8月)は
ともに反転減少反転減少反転減少反転減少。

【【【【Ｂ．Ｂ．Ｂ．Ｂ．潜在需要潜在需要潜在需要潜在需要】】】】

8月の人口は横ばい、世帯数は増加増加増加増加が続く。地下鉄・ニュ

ートラム乗車人員(8月)は反転減少反転減少反転減少反転減少となるも、12ヶ月連続

で前年同月前年同月前年同月前年同月をををを上回上回上回上回るるるる。着工新設住宅戸数(8月)は反転反転反転反転増加増加増加増加

。日経平均株価(8月)は反転下降反転下降反転下降反転下降。国内総生産(8月)は

増加増加増加増加。潜在需要は総じて堅調堅調堅調堅調。

需要面では、一般消費が順調順調順調順調で、輸出等の域外需要は高水準高水準高水準高水準を持続、人口等の潜在需要は総じて堅調堅調堅調堅調。需要面は順調順調順調順調。

供給面では、商業系は総じて順調順調順調順調、サービス業系も順調順調順調順調で近年の最高水準最高水準最高水準最高水準、工業系は緩緩緩緩やかなやかなやかなやかな持持持持ちちちち直直直直ししししが続く。供給面は順調順調順調順調。

雇用面では、大阪府下の雇用状況はやややややややや弱弱弱弱めめめめの動き、市内の雇用環境は総じて堅調堅調堅調堅調な動き。雇用面は堅調堅調堅調堅調。

Ⅰ 需要（支出）セクターⅡ 供給（生産）セクター

9999月月月月 ：：：：景気景気景気景気はははは、、、、需要面需要面需要面需要面・・・・供給面供給面供給面供給面をををを中心中心中心中心にににに回復回復回復回復のののの動動動動ききききがががが続続続続いていていていているいるいるいる

6月：景気は金融危機以降の停滞局面から脱却の動き

7月：景気は金融危機以降の停滞局面から脱却の動きを持続

8月：景気は金融危機以降の停滞を脱却し、回復の動き

【【【【Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．雇用状況雇用状況雇用状況雇用状況】】】】

大阪府の常用雇用指数(7月)は3ヶ月連続で下降下降下降下降。大阪府の所定外労働時間指数(7月)、定期給与指数(7月)はともに
横ばい。大阪府下の雇用状況はやややややややや弱弱弱弱めめめめの動き。

【【【【Ｂ．Ｂ．Ｂ．Ｂ．雇用環境雇用環境雇用環境雇用環境】】】】

近畿の完全失業率(8月)は反転上昇反転上昇反転上昇反転上昇。一般職業紹介状況(8月)は求人数、求職者数ともに減少するも、求人倍率は上昇上昇上昇上昇

し、近年の最高水準最高水準最高水準最高水準を更新。市内の雇用環境は総じて堅調堅調堅調堅調。

Ⅲ 雇用・

所得セクター

■■５５５５ 月次指標月次指標月次指標月次指標でででで捉捉捉捉えるえるえるえる大阪経済大阪経済大阪経済大阪経済のののの動向動向動向動向 （２）大阪市経済の現状

（2013年9月）

速報

19

・大阪市内企業における夏季夏季夏季夏季ボーナスボーナスボーナスボーナス支給実績支給実績支給実績支給実績に関しては、

「減額」が「増額」を上回っているものの、24年に比べて、

「減額」が減少、「増額」が微増となり、緩緩緩緩やかなやかなやかなやかな改善改善改善改善となった

・大企業大企業大企業大企業では、「減額」が大きく減少し、「「「「増額増額増額増額」」」」とととと「「「「減額減額減額減額」」」」とのとのとのとの差差差差

がががが拡大拡大拡大拡大している

・中小企業中小企業中小企業中小企業では、「増額」が微増、「減額」が微減し、さらに

「支給なし」が減少するなど、緩緩緩緩やかなやかなやかなやかな改善改善改善改善となった

・今冬今冬今冬今冬のボーナスのボーナスのボーナスのボーナスに関しても、夏と同様に、「増額」が増加、

「減額」が減少し、やややややややや改善改善改善改善のののの見通見通見通見通しししし

19

（（（（１１１１））））市内所得環境市内所得環境市内所得環境市内所得環境にににに見見見見られるられるられるられる明明明明るいるいるいるい材料材料材料材料

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

特設項目のボーナス状況 (夏季実績)

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

（資料）「大阪市景気観測調査」のデータを加工して制作
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1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 78

2008年 09年 10年 11年 12年 13年

前年同月比

3 区間移動平均

(前年同月比)

（％）

（資料）総務省「家計調査」(勤労者世帯)

勤労者世帯における「勤め先収入」の前年同月比

(大阪市)

・総務省「家計調査」における勤労者世帯の「勤勤勤勤めめめめ先先先先

収入収入収入収入」の推移を見ると、大阪市では、2008年秋の金融

危機以降、11年夏にかけて前年割前年割前年割前年割れのれのれのれの状況状況状況状況が続いた

・11111111年後半年後半年後半年後半からはからはからはからは持持持持ちちちち直直直直しのしのしのしの動動動動ききききに転じ、13131313年年年年にににに入入入入るとるとるとると

、、、、そのそのそのその動動動動きはさらにきはさらにきはさらにきはさらに強強強強まっているまっているまっているまっている

①①①①今夏今夏今夏今夏のボーナスののボーナスののボーナスののボーナスの支給状況支給状況支給状況支給状況 ②②②②家計収入家計収入家計収入家計収入のののの推移推移推移推移
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20

・四半期の地価動向をみると、大阪市内調査対象14か所のうち、OBPを除く13131313かかかか所所所所でででで地価地価地価地価がががが2222期以上連続期以上連続期以上連続期以上連続でででで上昇上昇上昇上昇している。

・基準地価(7月1日時点)の結果をみても、商業地商業地商業地商業地ではではではでは24242424区中区中区中区中、、、、半分以上半分以上半分以上半分以上のののの13131313区区区区で平均変動率がプラスプラスプラスプラスとなり、北区、福島区、

天王寺区で＋＋＋＋5555％％％％以上以上以上以上とととと高高高高いいいい値値値値を示す。住宅地住宅地住宅地住宅地では市全体の変動率はマイナスながら、10101010区区区区でででで変動率変動率変動率変動率がプラスがプラスがプラスがプラス(昨年は7区)。

20

（（（（２２２２））））地価地価地価地価 LOOKレポートからうかがえるレポートからうかがえるレポートからうかがえるレポートからうかがえる大阪大阪大阪大阪のののの商業地商業地商業地商業地のののの下下下下げげげげ止止止止まりまりまりまり

（資料）国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート～」

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

梅田梅田梅田梅田 ⇘ ⇘ ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

西梅田西梅田西梅田西梅田 ⇘ ⇘ ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

茶屋町茶屋町茶屋町茶屋町 ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → → → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

北浜北浜北浜北浜 ⇘ ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

心斎橋心斎橋心斎橋心斎橋 ⇘ ⇘ ⇘ ⇘ ⇘ ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

なんばなんばなんばなんば ⇘ ⇘ ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

OBPOBPOBPOBP ⇘ ⇘ ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → →

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

新大阪新大阪新大阪新大阪 ⇘ ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → ↘ → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

（（（（住宅住宅住宅住宅）））） 21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

福島福島福島福島 ⇘ ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ → → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

（（（（住宅住宅住宅住宅）））） 21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

天王寺天王寺天王寺天王寺 ↘ ↘ ↘ → → → → → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

阿倍野阿倍野阿倍野阿倍野 ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ⇗ ⇗ ⇗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

長堀長堀長堀長堀 ⇘ ⇘ ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

船場船場船場船場 ⇓ ⇘ ↘ ↘ ⇘ ↘ ↘ → ↘ ↘ → → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

21212121Ⅳ 22222222･Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 23232323････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 24242424････Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 25252525･Ⅰ Ⅱ

中之島西中之島西中之島西中之島西 ⇘ ↘ ↘ ↘ ↘ ↘ → → → → ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗ ↗↗↗↗

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

凡例凡例凡例凡例

地価変動範囲 記号

上昇(3％≦～＜6％) ⇗

上昇(0＜～＜3％) ↗↗↗↗

横ばい(0％) →

下落(0＞～-3％) ↘

下落(-3＞～-6％) ⇘

下落(-6≧～-9％) ⇓

下落(-9≧～-12％) ⇊⇊⇊⇊

0% 20% 40% 60% 80% 100%

近畿

東海

南関東

全国

商店街・一般小売店 百貨店 スーパー

コンビニエンスストア 衣料品専門店 家電量販店

乗用車・自動車備品販売店 その他小売店 飲食関連

旅行・交通関連 通信会社 レジャー施設関連

その他サービス 住宅関連 製造業経営者・従業員

非製造業経営者・従業員 その他企業動向関連 雇用関連

雇用

関連サービス関連
家計動向関連 企業動向

関連小売関連

0% 20% 40% 60% 80% 100%

近畿

東海

南関東

全国

商店街・一般小売店 百貨店 スーパー

コンビニエンスストア 衣料品専門店 家電量販店

乗用車・自動車備品販売店 その他小売店 飲食関連

旅行・交通関連 通信会社 レジャー施設関連

その他サービス 住宅関連 製造業経営者・従業員

非製造業経営者・従業員 その他企業動向関連 雇用関連

雇用

関連サービス関連
家計動向関連 企業動向

関連小売関連

（（（（３３３３））））内閣府内閣府内閣府内閣府のののの景気景気景気景気ウォッチャーウォッチャーウォッチャーウォッチャー調査調査調査調査よりよりよりより

景気の現状水準ＤＩ

〔横軸〕と先行き方向性

ＤＩ〔縦軸〕）の座標系に

おける最近半年の動向

【家計動向関連（左）】と

【企業動向関連＋雇用

関連（右）】

（50が中間でそれ未満

は悪いことを意味する)

調査サンプルの構成比■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

（資料）内閣府

「景気ウォッチャー調査」

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成
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現在の水準
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2013年
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○：南関東
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21

・家計動向関連の動きをみると、6～8月までは、近畿、南関東で現状

水準DIの下降が続いたが、9月は反転上昇（水準は3地域とも50を

下回る）。先行き方向性DIは、3地域ともに50を上回る。

・（参考として逆算した）企業動向＋雇用関連に関しても同様な推移を

見せている。8月までは各地域の現状水準DIの下降トレンドにあったが

9月に大きく持ち直す。先行き方向性DIは、近畿、東海で相対的に高く、

南関東は2地域に比べるとやや低い水準。ただし、両DIとも50超の水準。

①①①①現状現状現状現状とととと先行先行先行先行きにきにきにきに関関関関するこのするこのするこのするこの半年半年半年半年のののの推移推移推移推移
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■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

（資料）内閣府「景気ウオッチャー調査」

近畿地域

[イベント・イベント・イベント・イベント・季節季節季節季節要因要因要因要因]
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②②②②「「「「景気景気景気景気のののの現状判断現状判断現状判断現状判断（（（（方向性方向性方向性方向性）」）」）」）」でででで““““（（（（やややややややや））））良良良良くなっているくなっているくなっているくなっている””””企業企業企業企業がががが指摘指摘指摘指摘するするするする理由理由理由理由（（（（B to C企業企業企業企業））））

3月は気温上昇、

花粉対策、決算

期などが重なる

景況感・先行きへの期待
などマインド改善が急伸

[景況感改善景況感改善景況感改善景況感改善・・・・

先行先行先行先行きへのきへのきへのきへの期待期待期待期待]

一般消費者による

”プチ贅沢”需要も伸びる

[プチプチプチプチ贅沢贅沢贅沢贅沢]

株高による資産効果で

高所得層の高額品需要

が伸びる

[高額品高額品高額品高額品需要需要需要需要]

家電、リフォーム、太陽光発電

などで消費増税前の駆け込み
に向けた動きが本格化へ

[消費消費消費消費増税前増税前増税前増税前のののの駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ]

“プチ贅沢”需要の伸び

に一服感

高額品需要の伸びに

一服感

東京オリンピック開催決定を

受けて、先行きへの期待感

再び高まる
5月は気温上昇や

母の日等で消費伸びる
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定

（注）「景気ウオッチャー調

査」では、回答者が「景気の

現状判断（方向性）した際の

理由も調査・公表している。

ここでは、各社の判断理由を

「景況感改善・先行きへの期

待」、「消費増税前の駆け込
み」等に分類・集計した。
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（資料）内閣府「景気ウオッチャー調査」

近畿地域

（注）「景気ウオッチャー調

査」では、回答者が「景気の

現状判断（方向性）した際の

理由も調査・公表している。

ここでは、各社の判断理由を

「景況感改善・先行きへの期

待」、「消費増税前の駆け込
み」等に分類・集計した。

12月はクリスマス、歳末に関する

需要、総選挙関連の需要が見られた

[イベント・イベント・イベント・イベント・季節季節季節季節要因要因要因要因]

景況感・先行きへの期待など

マインド改善が先行

[景況感改善景況感改善景況感改善景況感改善・・・・先行先行先行先行きへのきへのきへのきへの期待期待期待期待]

早くも住宅市場で消費増税前の

駆け込み需要の動きが見られる

[消費消費消費消費増税前増税前増税前増税前のののの駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ]

幅広い業種で円安・

株高効果が見られる

[円安円安円安円安・・・・株高効果株高効果株高効果株高効果]

東京オリンピック開催決定等を

受けて、先行きへの期待感再

び高まる

建設業だけでなく、建築材メー

カーなどにも好影響をもたらす

[建設工事建設工事建設工事建設工事のののの増加増加増加増加]

夏場に入り、円安・株高

効果に一服感

14年4月の消費増税の可能性

高まり、再度、駆け込みの動き

2013年年年年
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③③③③「「「「景気景気景気景気のののの現状判断現状判断現状判断現状判断（（（（方向性方向性方向性方向性）」）」）」）」でででで““““（（（（やややややややや））））良良良良くなっているくなっているくなっているくなっている””””企業企業企業企業がががが指摘指摘指摘指摘するするするする理由理由理由理由（（（（B to B企業企業企業企業））））
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24

・森記念財団 都市戦略研究所では魅力的でクリエイテ
ィブな人々や企業を世界中から惹きつける都市の”磁
力”を都市の総合力として数値化し、「世界世界世界世界のののの都市総都市総都市総都市総
合力合力合力合力ランキングランキングランキングランキング」を発表している。

・大阪は2012年、居住分野、研究・開発分野などで高い
評価を受け、世界ランキング17171717位位位位であったが、今年の
ランキングは23232323位位位位に下降下降下降下降した(東京は昨年同様4位)。

24

（（（（４４４４）「）「）「）「世界世界世界世界のののの都市総合力都市総合力都市総合力都市総合力ランキングランキングランキングランキング」」」」におけるにおけるにおけるにおける大阪大阪大阪大阪のののの位置位置位置位置

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

世界・東京と比較した大阪の強み・弱み

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

【世界との比較】 【東京との比較】

（出所）森記念財団 都市戦略研究所 『世界の都市総合力ランキング2013』 2013年10月

・下降の要因としては、評価時点(2012年)における円高円高円高円高
ドルドルドルドル安状況安状況安状況安状況が、「物価水準」、「住宅賃料」等の上昇を
もたらし、スコア低下を招いたことが大きい。

・世界（各項目で第20位：100）と大阪の比較では、「研究
集積」、「研究環境」等の「「「「研究研究研究研究・・・・開発開発開発開発」」」」がががが昨年昨年昨年昨年からからからから比比比比べべべべ
てててて評価評価評価評価がががが高高高高まったまったまったまった。「文化･交流」は依然低位 (左図)。

・東京（各項目の東京：100）と大阪の比較では、「居住」を
除く分野で大大大大きなきなきなきな格差格差格差格差が見られる (右図)。
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25

・・・・日本日本日本日本はははは「「「「世界世界世界世界にににに良良良良いいいい影響影響影響影響をををを与与与与えているえているえているえている」」」」ランキングでランキングでランキングでランキングで昨年昨年昨年昨年のののの首位首位首位首位からからからから
4444位位位位にににに下降下降下降下降（（（（図図図図１１１１、、、、２２２２））））

英BBC放送は、読売新聞社などと共同して25か国で世論調査
「Country Rating Poll」を実施し、国際社会に及ぼす影響を国別に
評価した。その結果、日本日本日本日本はははは昨年昨年昨年昨年のののの首位首位首位首位からからからから4444位位位位にににに転落転落転落転落した。主要国
の多くで日本の評価は下降し、特に欧米諸国欧米諸国欧米諸国欧米諸国、、、、韓国韓国韓国韓国、、、、オーストラリアオーストラリアオーストラリアオーストラリア
からのからのからのからの評価評価評価評価のののの下降下降下降下降がががが大大大大きいきいきいきい。尖閣諸島尖閣諸島尖閣諸島尖閣諸島にににに関関関関するするするする日中関係日中関係日中関係日中関係のののの緊張緊張緊張緊張、、、、
日銀日銀日銀日銀のののの金融緩和金融緩和金融緩和金融緩和にににに伴伴伴伴うううう円高修正円高修正円高修正円高修正等が日本の評価に影響した可能性
が考えられる。

25

（（（（５５５５））））日本日本日本日本はははは世界世界世界世界からどのようにからどのようにからどのようにからどのように見見見見られているかられているかられているかられているか

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

図１ 「世界に良い影響を与えている」ランキング

(注) 国名横の( )内数値は、2012年順位、図中各項目の( )内数値は、12年の当該数値を
意味し、矢印表記は12年から13年の上下動を意味する。

（資料）BBC 「Country Rating  Poll」( 2012、2013)より作成

(注) 各国のDI値は、「良い影響を与えた」との回答割合から「悪い影響を
与えた」との回答割合を引き算したもの。

（資料） BBC 「Country Rating  Poll」より作成

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

図２ 各国の日本に対する評価の推移(2006～13年)①①①①総合総合総合総合ランキングランキングランキングランキング
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■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

26

・日中韓日中韓日中韓日中韓におけるにおけるにおけるにおける相互相互相互相互のののの評価評価評価評価はははは悪化傾向悪化傾向悪化傾向悪化傾向続続続続くくくく（（（（図図図図３３３３））））

日本に対する中韓の評価では、「悪い影響を与えた」が
両国ともに10ポイント前後増加した。同様に、中国、韓国
に対する残りの2国の評価も類似の結果となっており、
日中韓日中韓日中韓日中韓のののの相互評価相互評価相互評価相互評価はははは昨年昨年昨年昨年にににに引引引引きききき続続続続きききき悪化傾向悪化傾向悪化傾向悪化傾向。

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

26

（（（（６６６６））））日中両国民日中両国民日中両国民日中両国民のののの意識格差意識格差意識格差意識格差のののの拡大拡大拡大拡大

図３ 日中韓が抱く互いへのイメージ

図１ 相手国に良くない印象を持つ理由(日中関係)

(注)中国世論における「日本のメディアが中国の脅威を喧伝する」に関しては、
2013年より新設された選択肢のため、12年の結果は表示していない。

（資料）言論NPO・中国日報社「日中世論調査」より作成

(注) 図中( )内の数値は、2012年の当該数値を意味し、矢印表記は12年から
13年の上下動を意味する。

（資料）BBC 「Country Rating  Poll」( 2012、2013)より作成

②②②②日中韓日中韓日中韓日中韓のののの３３３３すくみすくみすくみすくみ的状況的状況的状況的状況

①①①①相手国相手国相手国相手国にににに対対対対するするするする印象印象印象印象

・・・・日中間日中間日中間日中間ではではではでは、、、、領土領土領土領土・・・・歴史問題歴史問題歴史問題歴史問題がががが互互互互いのいのいのいの印象印象印象印象をををを悪化悪化悪化悪化させるさせるさせるさせる（（（（図図図図１１１１））））

言論NPOなどが実施した『日中世論調査』では、互いの印象を
悪化させている要因を調査。昨年8月以降に緊迫化した

「「「「尖閣諸島尖閣諸島尖閣諸島尖閣諸島をををを巡巡巡巡るるるる領土問題領土問題領土問題領土問題」」」」がががが印象悪化印象悪化印象悪化印象悪化のののの要因要因要因要因であるとする回答
が、昨年よりも増え、日中ともに最も多い回答となった。

以下、日本で「「「「歴史問題歴史問題歴史問題歴史問題でのでのでのでの日本批判日本批判日本批判日本批判」」」」、「資源・食糧確保に
おける自己中心的な行動」、中国では「「「「中国侵略中国侵略中国侵略中国侵略へのへのへのへの謝罪謝罪謝罪謝罪とととと反省反省反省反省
がないがないがないがない」」」」、「他国との連携による中国包囲網」が多く見られた。
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図２ 日中関係の重要性をどう見ているか

・日中関係日中関係日中関係日中関係のののの重要性重要性重要性重要性へのへのへのへの認識認識認識認識はははは依然高依然高依然高依然高いいいい（（（（図図図図２２２２））））

尖閣諸島、歴史問題などで冷え込む日中関係ではあるが、
両国世論において、日中関係日中関係日中関係日中関係のののの重要性重要性重要性重要性をををを認識認識認識認識している
回答(「重要である」、「どちらかといえば重要である」の合計)
は日中日中日中日中ともともともともにににに７７７７割割割割をををを超超超超えているえているえているえている。

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

（資料）言論NPO・中国日報社「日中世論調査」より作成

図３ アジアの課題で日中が協力すべき具体的分野

（資料）言論NPO・中国日報社「日中世論調査」より作成

・日中日中日中日中がががが協力協力協力協力すべきすべきすべきすべき分野分野分野分野にににに大大大大きなきなきなきな違違違違いいいい（（（（図図図図３３３３））））

重要性を認識しあう日中両国であるが、その協力すべき
分野では大大大大きなきなきなきな違違違違いいいいが見られる。日本日本日本日本はははは、、、、環境問題環境問題環境問題環境問題、、、、食食食食のののの
安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心、、、、東東東東アジアにおけるアジアにおけるアジアにおけるアジアにおける平和維持平和維持平和維持平和維持等が多い回答である
一方で、中国中国中国中国ではではではでは、、、、省省省省エネ・エネ・エネ・エネ・再生再生再生再生エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー、、、、原子力発電原子力発電原子力発電原子力発電のののの
安全問題安全問題安全問題安全問題、、、、自由貿易地域自由貿易地域自由貿易地域自由貿易地域のののの形成形成形成形成などの回答が目立つ。

②②②②日中日中日中日中関係関係関係関係のののの重要性重要性重要性重要性へのへのへのへの理解理解理解理解 ③③③③日中協力日中協力日中協力日中協力のののの方向性方向性方向性方向性のギャップのギャップのギャップのギャップ
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